
 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11月 1日 BONCHIにて奈良県消費者行政懇談会を開催しました。

「コロナ感染が沈静化しつつあり街にも活気が戻ってきた。

これから団体の活動も力を入れたいので、行政・関係団体・

消費者と協力ができるようこの懇談会で有意義な意見交換

ができればと思う。」と北條理事長からのあいさつの後、な

ら消費者ねっとの昨年 4月から 1年半の活動について「教育事業はコロナの影響で機会が少なかっ

たこと」「調査事業では数年ぶりに自治体の消費者行政アンケートに取り組んだこと」、「消費者の

権利保護事業は活動が本格化するため、事案の収集や実施体制の確保などを検討中であること」な

どの報告がありました。奈良県からはライフステージ・スタイルに応じた消費者教育の推進など消

費者教育推進計画第 2 期の取り組み状況や県内の特殊詐欺被害の状況について説明がありました。

また消費者安全確保地域協議会(見守りネットワーク)の来年度県内設置をめざしていることが報

告されました。奈良県消費者センターからは令和 2年度の消費生活相談の概要(県受付分)について

説明がありました。報告のあと、見守りネットワークなどについて意見交換しました。最後に「な

ら消費者ねっとが適格消費者団体の認定を目指して活動していることは県としても心強く、支援を

したい。連携協力を強めて取り組んでいけるようにしていきたい。」と常田課長から、今後の協力を

求める閉会の挨拶をいただきました。 
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新年のご挨拶   消費者被害が減ることを願って  
特定非営利活動法人なら消費者ねっと理事長 北條 正崇 

皆様、新年あけましておめでとうございます。 

新型コロナウイルスの影響で消費者の行動が制限されても消費者被害は減少しません。あたかもウイ

ルが変異するかのように、詐欺業者・悪質業者は社会の変化や人々の行動の変化に応じて手口を変えて

消費者被害を巻き起こします。新たな手口に対応するために、消費者契約法・特定商取引法などの消費

者を守るための法律が改正されますが、それだけで被害をなくすことはできません。やはり、わたした

ち消費者が被害にあわないための知識・知恵を身につけるとともに、支援が必要な方には関係機関のネ

ットワークによる見守り支援が必要です。昨年の奈良弁護士会のシンポジウムによって今年は奈良でも

見守りネットワークの構築が期待されます。 

当法人は、本年も関係機関の皆様と連携させて頂きながら消費者教育に関する活動をはじめ様々な活

動に取り組み、消費者被害を防止する抗体となれるよう尽力してまいります。 

皆様には引き続き、ご支援ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

皆様のご健康とご多幸を何よりお祈り申し上げます。 

 

 

奈良県消費者行政懇談会(第 6 回)を開催しました 
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1 特定商取引法の改正（令和 3年 6 月 9 日） 

① 通販の「詐欺的な定期購入商法」対策（未施行） 

相談件数が急増している通販の定期購入商法について、以下の規制が導入されました。 

 

●期間や分量などの表示を義務づけ（11 条、12条の 6 など） 

●定期購入でないと誤認させる表示の禁止（12 条の 6） 

●通信販売の契約の解除の妨害に当たる行為（不実の告知）の禁止（13 条の 2） 

●人を誤認させる表示によって申込みをした場合に申込みの取消しを認める制度の創設    

（15 条の 4） 

●人を誤認させる表示や解除の妨害等を適格消費者団体の差止請求の対象に追加（58 条の 19） 

 

② 送り付け商法対策（令和 3年 7月 6日施行） 

  これまで契約していないのに商品を送り付けられた消費者は原則として 14 日

間保管した後でなければ商品を処分することができませんでしたが、改正により

直ちに処分（開封、消費、廃棄等）することが可能になりました（59 条など） 

 

③ 契約書面の電子交付など（未施行） 

  これまでクーリング・オフの通知は書面でしなければならないとされていましたが、電子メー

ル等の電磁的方法によって通知することが可能になります（9 条など） 

また、事業者が交付しなければならない契約書面等について、消費者の承諾を得て、電子メール

等の電磁的方法で交付することが可能となります（4 条など） 

 

2 預託法の改正（令和 3年 6月 9日、未施行） 

豊田商事事件（金地金）、安愚楽牧場事件（和牛）、ジャパンライフ事件（磁気治療器）などで問題

となった販売預託商法について、規制が強化されます。 

●販売を伴う預託等取引は原則禁止されます（9 条、14 条など） 

  （取引をするには広告や契約の前に内閣総理大臣の確認が必要となります。） 

●原則禁止の対象となる契約を民事的に無効とする制度の創設（14 条など） 

●預託法の対象範囲の拡大 

  これまでは政令で貴金属、観賞用植物、家畜、健康食品、家庭用治療器などの政令が指定する

商品が規制の対象でしたが、すべての物品が対象となります（2 条） 

  これにより法律の名称も「特定商品等の預託等取引契約に関する法律」から「預託等取引に関

する法律」に改称されます。 

 

 

消費者にかかわる法律が改正されました 

 

 



 

新しく成人を迎えるみなさん、おめでとうございます。 

 

成人になると、親の同意を得ず、自分の意思で自由に契約を結ぶことがで 

きるようになりますが、そんな皆さんを狙って悪質な業者による消費者ト  

ラブルも数多く発生します。 

 

≪若者に多い消費者トラブル事例≫ 

・SNS で見つけた痩身エステの無料体験に行ったところ、契約しな    

ければ帰りにくい雰囲気になり、クレジットで 30 万円の契約をした。 

 

・就職活動の帰りに路上で「就活に役立つ説明会がある」と声をかけら 

れ参加したところ、高額な就活セミナーの契約をさせられてしまった。 

 

・マッチングアプリで知り合った男性から「僕がデザインしたジュエリーを見てほしい」と 

誘われ、40 万円のネックレスを購入してしまった。 

 

・高校の先輩から「もうかる話がある」と電話があり久しぶりに会ったところ、投資用ソフトを 

勧められ、消費者金融でお金を借りて購入したがもうからない。 

 

≪トラブルにあわないために≫ 

1.SNSの情報やネットの広告をうのみにするのではなく、契約前に契約書や規約などもよく読み、

内容をよく理解して検討しましょう。 

 

2.必要のない契約ははっきりと断りましょう。「クレジット」や「フリーローン」を勧められて

も、後々返済に苦しむことになります。「お金がない」なら契約はやめましょう。 

 

3.もうけ話を信用しない！簡単に大金をかせげることなどありえませ  

ん。友人・知人からの誘いでもきっぱりと断りましょう。 

 

４.契約によっては、取消や解約ができる場合もあります。困ったとき 

にはできるだけ早く消費生活センターなどへ相談してください。 

 

 

＊今年の４月からは、成年年齢が 18 才に引き 

下げられます。4 月に新たに成人となる方も同様  

の被害にあわないよう、十分ご注意ください。 

 

 

困ったときは一人で悩まず 

消費者ホットライン

188 

身近な消費生活窓口に 

つながります。 

 



 

 

 

橿原市社会福祉協議会では、いきいきと活動的な生活をおくるため

のきっかけづくりとして地域での”集い”の場を定期的（毎月 1回以

上）に各地区の公民館・集会所等で開催されています。（開催日はサロ

ンの運営委員会で決めています）その 1つ「真菅北ひまわりサロン」

からなら消費者ねっとに学習企画の依頼があり、9月 28日橿原市中曾

司本町会館で消費者講座を参加者 32名で開催しました。 

今回はグループあんあんさんのトイレ工事の悪質な高額請求などの

寸劇と、沢井馨子相談員(当団体理事)によるコントから見えてくる消費者トラブルの解説や、ク

ーリング・オフはがきの書き方の体験をしました。参加された方の多くは「自分は被害にあわな

い」と思っている方が多く、消費者センターを知らない方もおられましたが、寸劇と解説を熱心

に聞いていただき消費者被害に

ついて知る機会となりました。 

多くの方が集まる場で少しでも

消費者被害について知っていた

だく機会がこれからも持てたら

と思っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

      真菅北ひまわりサロン 消費者講座 

奈良県内 特殊詐欺の発生状況 

 

 

  

 

奈良県警察本部の防犯情報紙「やまとの安全」より 

○令和 3 年度 11 月末 

被害件数 93 件 

被害額 約3億1780万円 

 

 

不当契約・不当解約・不当勧誘などの 

消費者被害やトラブル情報を 

お寄せください 

 

なら消費者ねっとでは、消費者被害の未然

防止、拡大防止するために、消費者の正当な

利益を害するような営業活動をしている事業

者に改善等を求める活動を行っています。あ

なたのまわりの消費者トラブルや被害情報、

おかしいと感じる事業者、営業活動、広告な

ど、疑問に思ったことをお知らせください。 

受付アドレス info@narasn.org 

http://www.police.pref.nara.jp/
mailto:info@narasn.org

